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研究3-2 小規模医療機関等における看護師の特定行為研修修了者の実践に関する実地調査 
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A.研究目的 

 小規模医療機関等における修了者の実

践例から、その配置および活動に影響を

及ぼす要因や課題を明らかにすることを

目的とする。訪問看護ステーション等で

実際に活動している修了者、その管理

者、ならびに連携する医師を対象とした

実地見学を通じて、修了者の活動実態や

多職種連携のあり方、組織的支援の現状

を多角的に把握する。 

 

B．研究方法 

 質的記述的アプローチを用いた単一事

例研究とした。対象の選定基準は、在宅

領域（訪問看護ステーション等）または

介護保険施設において修了者が実際に活

動しており、かつ修了者本人、施設の管

理者、および連携する訪問診療医師の3者

から調査への同意が得られる施設とし

た。地域における多様な実践パターンを

比較検討するため、2〜3施設を抽出して

調査を実施する計画とした。 

 データ収集は実地調査として実施し

た。具体的には、調査者が対象施設を直

接訪問し、修了者の配置状況や活動の実

際について参加観察をおこなうととも

に、管理者、修了者、連携医師を対象と

した半構造化インタビューを実施した。

インタビューの主な聴取内容は、特定行

為導入の経緯、実践における質の評価と

安全管理、組織的支援体制、医師との連

携と手順書の運用、および今後の普及に

向けた課題である。 

 分析方法は、インタビューの音声デー

タから逐語録を作成し、実地調査におけ

るフィールドノートと併せて質的記述的

な分析を行った。対象施設における特定

行為の実践とマネジメントの実態につい

て、導入の背景、安全管理と組織的支

援、医師との協働プロセス、地域での展

開における課題に着目してデータを整理

し、文脈に沿って記述した。また分析に

あたっては、管理者・修了者・医師とい

う異なる立場の対象者からの語りと、研

究者による実地での観察結果を多角的に

照合することで、トライアンギュレーシ

ョンとして事例に対する解釈の妥当性と

客観性を高めた。 

 

C．研究結果 

研究要旨 

小規模医療機関等における特定行為研修修了者（以下、修了者）の活動促進要因を

明らかにするため、訪問看護ステーションで活動する修了者の実践場面に同行して実

地調査を行うとともに、訪問看護管理者、連携する医師に対してインタビューを実施

した。結果、修了者の活動の定着には、管理者による支援と、医師との協働関係が不

可欠であることが示された。一方で、医療機関の理解といった課題も浮き彫りとな

り、広域的なネットワーク構築や制度の啓発など、地域における修了者の活動促進に

向けた体制整備が急務であることが示唆された。 
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 当初は2〜3施設の調査を予定していた

が、実地見学および3者同時のヒアリング

について、選定要件と同意を得られた訪

問看護ステーション1施設（うち管理者1

名、修了者1名、連携医師1名）を対象と

して、2025年8月下旬の2日間にわたり実

地調査を完了した。以下に、3者の視点お

よび実地見学から得られた結果を記述す

る。 

 

1. 特定行為研修導入の背景と体制 

 修了者は在宅パッケージ開始初年度（2

021年）に研修を修了していた。導入の契

機は、在職スタッフからの受講希望と、

県の研修費用補助金の活用であった。 

 要介護5の利用者が月1回の胃ろうカテ

ーテルの交換のために外来通院を強いら

れている状況や、医療依存度の高い利用

者の増加という地域課題が導入を後押し

していた。 

 

2. 実践における質の担保と安全管理 

 管理者は特定行為の実施において安全

性を最重視しており、導入当初は処置翌

日に利用者や家族へ電話でのモニタリン

グを行い、出血や痛みの有無等の確認を

おこなっていた。 

 修了者は、特定行為はあくまで訪問看

護の一部であると認識し、常に責任感を

持って実践していた。安全が担保できな

いと判断した場合は、家族からの求めが

あっても処置を実施しない明確な基準を

持っていた。 

 処置の痛みを軽減するための工夫とし

て、気管カニューレのカフへの微量エア

注入や、小児利用者の筋緊張を和らげる

体位の工夫などが行われており、利用者

からは、普段から関わっている看護師に

よる処置の安心感として高く評価されて

いた。また安全面での配慮として、訪問

看護ステーションとしての賠償責任保険

に加え、修了者個人でも賠償責任保険に

加入し、リスクに備えていた。 

 

3. 組織による修了者への支援と配慮 

 身体的・精神的疲労を考慮し、複数の

特定行為実施が同日に重ならないよう、

また通常のケア訪問とスケジュールを分

けるなどの業務調整が行われていた。 

 修了者手当は、加算額等から算出し、

ステーションの利益追求ではなく地域へ

のアピールとして段階的に引き上げられ

ていた。 

 デブリードマン等で使用する滅菌器具

の不足に対しては、管理者が近隣医療機

関に滅菌処理を依頼するなどの物理的支

援を行っていた。 

 医師との面談時には管理者が必ず同席

し、修了者が直接否定的な意見を受け取

ることがないよう心理的安全性を確保し

ていた。 

 

4. 医師との協働および連携の実際 

 修了者は処置直後に必ず医師へ電話報

告を行い、その内容は管理者も把握する

体制が構築されていた。医師は、修了者

の実践機会確保のために早期から手技を

任せ、必要に応じた指導を行うスタンス

をとっていた。 

 修了者が作成した手順書原案を医師が

チェック・加筆し、利用者の状態として

「過剰な肉芽がない」等の安全基準の明

記に合わせて半年ごとに見直していた。 

 医師側には、訪問診療の回数が2週間に

1回から月1回へと変化することで、外来

診療にかける時間確保や、緊急時対応の

負担軽減というメリットが生じており、

訪問回数減少による経営的ダメージはな

いと認識されていた。 

 また、退院前カンファレンスから修了

者が参加し、医師に対して特定行為実施

の可能性を提案し、手順書作成を依頼す
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るなど、早期からの連携が図られてい

た。 

 

5. 地域での展開と普及に向けた課題 

 管理者は、地域の訪問看護ステーショ

ン協議会で修了者の存在を周知し、カフ

アシストなどの医療機器の勉強会を開催

するなど、地域全体のケアの質向上に貢

献していた。 

 修了者側からは、同等の立場で意見交

換ができるネットワークとして、同じ訪

問看護ステーション所属の修了者との交

流の不足が課題として挙げられた。 

 病院の医師の頻繁な異動に伴い、都度

特定行為に関する説明を要する負担や、

従来医師が行っていた手技を看護師が担

うことに対する一部医師の抵抗感が、普

及を阻む要因として指摘された。 

 

D．考察 

 本研究は、当初計画していた複数施設

の比較から、選定基準に合致した先駆的

な1事例を深く掘り下げるアプローチへと

移行したが、管理者・修了者・医師の3者

の語りと実地見学データを統合したこと

で、在宅看護領域における特定行為の持

続可能な社会実装モデルを具体的に示す

ことができた。 

 本事例から得られた最も重要な知見

は、特定行為の浸透には、修了者個人の

アセスメントや手技のアップデートだけ

でなく、管理者の多面的な組織の環境調

整が不可欠であるという点である。翌朝

の電話モニタリングによる質の担保、負

担を考慮したシフト調整、滅菌器具の外

部依頼といった物理的支援、さらには医

師の否定的な意見から身を守るための面

談同席など、管理者が提供する徹底した

安全管理と心理的安全性への配慮が、修

了者の高い責任感に伴うバーンアウトの

防止機能を担っていた。 

 さらに、医師との連携において、臨床

的な協働が経営的・構造的な持続性と見

事に調和している点は極めて示唆に富

む。先行研究では、看護師へのタスクシ

フトが医師側の収益減少への懸念に繋が

り、導入が阻害される構造が指摘されて

きた。しかし本事例の医師は、訪問頻度

が減少しても経営的ダメージはないと捉

え、むしろ自身の時間確保や緊急時対応

の軽減というメリットを高く評価してい

た。これは、退院前から修了者が主体的

に手順書案を提示し、迅速・確実な報告

を徹底することで医師側の手技や責任に

対する不安を解消し、強固な相互信頼を

築いた結果である。 

 一方で、困難症例におけるピアサポー

トの不足や、病院医師の頻繁な異動に伴

う都度の説明負担、物品の滅菌管理とい

った、個々のステーションの努力だけで

は解決困難な構造的課題も実地調査から

浮き彫りとなった。今後は、行政や職能

団体による広域的な修了者ネットワーク

の構築や、医療機関に対する制度の周知

徹底、および物品供給体制の標準化とい

った、地域インフラの整備が求められ

る。 

 

E．結論 

 訪問看護ステーション等における修了

者の活動は、利用者の通院負担の軽減や

安心感の醸成、さらには連携医師の業務

負担軽減に直結する重要な実践である。

その活動を促進し定着させるためには、

修了者の高い責任感と安全管理能力に加

え、管理者による手厚い物理的・心理的

支援体制、および医師との相互理解に基

づく強固な協働関係が不可欠である。今

後は、本調査で明らかになった組織マネ

ジメントの好事例を他施設へ展開すると

ともに、地域全体での修了者ネットワー

クの構築や医療機関への啓発活動を推進

していく必要がある 


